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研究成果の概要（和文）：近年の急速な過疎化・高齢化の進行によって、地方の中山間地を中心に、集落の維持
が困難な地域が増えている。本研究は重大な環境被害を受けた中山間地の再生について「コミュニティデベロッ
プメント」に焦点を当て、英国をはじめ国内外の先行事例を調査し、「コミュニティの連繋と人的ネットワー
ク」、「新たな農林生産に介在する文化的活動と地域創生」、「経済的自立と都市農村共生・交流」、「スティ
グマ解消とリスクコミュニケーション」の4つの課題を通して、環境被害を受けた地域の社会・生態的環境の再
生に不可欠なリスクマネジメント方策と中山間地域における社会的経済的基盤の再構築のための基礎的要件を明
らかにする。

研究成果の概要（英文）：Recently several mountainous rural areas are facing the difficulty in 
maintaining villages due to the rapid depopulation and aging society. This research aims to explore 
the regeneration for socio ecological production landscape in seriously environmental damaged rural 
area.
We conducted the field survey of prior efforts in United Kingdom and other areas. We clarified the 
risk management measures that are indispensable for the regeneration of the socio ecological 
production landscape which was environmentally damaged, and measures for rebuilding the 
socio-economic foundation in countryside through the 4 issues as follows.1)Community connection and 
human network, 2)Cultural activities and regional revitalization that intervene in new agricultural 
and forestry production, 3)Economic independence and coexistence and exchange between urban and 
rural areas,4)Stigma and risk communication

研究分野： 建築計画・都市計画

キーワード： 社会・生態的環境　地域再生　文化的活動　環境被害

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では重大な環境被害を受けた福島等の中山間地において、除染対策後の新たなコミュニティ再建として、
まず住民が生活を維持していくためには何が必要か、環境被害に起因するスティグマを解消するにはどのような
手段が考えられるのか、農業を通して都市と農村を繋ぐためには何をすればよいかなどについて、英国をはじめ
国内外で先行する事例の調査を実施することで、避難指示が解除された地域の住民帰還と再生のための知見を得
ることの意義は大きい。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
近年、過疎化が進む地方の中山間地を中心に、集落の維持が困難な地域が増えている。このよ

うな地域では集落の共同体としての機能が喪失し、これまで維持されてきた社会・生態的環境の
崩壊が始まっている。中でも重大な環境被害を受けた地域の再生は環境修復にかかる負担とと
もに、様々なスティグマの発生が予測されることから厳格なリスクマネジメントも必要となる。
特に福島では原発事故後６年が経過し、今年 4 月に 4 町村の避難指示が一斉に解除されたが、
長期にわたって放置されてきた社会・生態的環境が崩壊している中で、解除がそのまま住民帰還
につながるわけでない。ここは昔から農林業を生業にしてきた地域であり、元の生活を取戻すに
は社会・生態的環境の再生が不可欠であるが、山林の除染はまだ試行途上であり具体的な将来の
目途が立っているわけではない。 
 
２．研究の目的 
本研究では重大な環境被害を受けた中山間地域の再生について「コミュニティデベロップメ

ント」に焦点を当て、英国をはじめ国内外の先行事例の調査を通して、重大な環境被害を受けた
地域の社会・生態的環境の再生に不可欠なリスクマネジメント方策と中山間地域における社会
的経済的基盤の再構築のための方策を検討することを目的にしている。 
 
３．研究の方法 
本研究目的を達成するため、国内外の共同研究者による研究チームを組織し、英国をはじめ国

内外で重大な環境被害を受けた地域の再生事例を調査し「コミュニティの主体的連繋と人的ネ
ットワーク」、「新たな農林生産に介在する文化的活動と地域創生」、「経済的自立と都市農村共
生・交流」、「スティグマ解消とリスクコミュニケーション」の４つの課題を通して社会・生態的
環境の再生を検討する。 
 
４．研究成果 
(1) 概要 

「コミュニティの主体的連繋と人的ネットワーク」に関して、東日本大震災による原発事故で
甚大な被害を受けた福島の中山間地において、避難指示区域に指定された地域の内外でその環
境変化と住民の取り組みについて現地調査と関係者へのヒアリング調査を実施した。その結果、
いずれの地域でも多くの自主的な取り組みがその復興に重要な役割を果していること、震災前
から活動している NPO 組織の枠組みが人々と地域を包括的につなぐための役割を果たしたこと、
一方、これまで住民同士を強く結びつける公的、私的な組織体制がなかった地域では帰還した住
民とそれを支援する外部ボランティアの活動が成果を上げていることなどが明らかとなった 1)。 

「新たな農林生産に介在する文化的活動と地域創生」に関して、英国では重大な環境被害を受
けたカントリーサイド（中山間地）の再生としてチェシャー州における２つの事例を対象として、
ヒアリング調査を実施した。当該再生事例に共通する特徴として農林業と一体化した文化的活
動が存在すること、産業遺産群の保存活動やアートワークには官民の複数の関係者によるパー
トナーシップが形成され、サイトを維持管理するための多様な資金源と人材を確保しているこ
と、さらにフレンズグループなど住民主体の取り組みが展開し自治体との協力が積極的に進め
られていることなど環境被害を受けた中山間地再生の手がかりを示した 2)。 また日本ではかつ
ての鉱工業による土壌汚染と産業廃棄物の不法投棄によって重大な環境被害を受けた瀬戸内の
島々（豊島など）とその周辺地域において、知識集約型産業、中でも文化芸術の活用による地域
の持続的な発展を目指す取り組みとして「瀬戸内芸術祭」の活動に着目した。ここではその舞台
となった複数の離島の住民や関係者等へのヒアリングを実施し、芸術祭が過疎化の進む離島の
生活に与える影響を調査した結果、観光に関連した新たな産業が生じていること、移住を考える
来訪者が増えた一方で、この活動がこれまでの離島における農林生産と共創するまでに至って
いないこと等が分かった 3)。 

「経済的自立と都市農村共生・交流」に関して、英国では旧産業地域において、環境被害を受
けた土地がコミュニティフォレストとして整備され，都市と農村の共生交流を促進している地
域では、これまでの歴史や風土を理解し体験できる学習の場として重要な役割を担っている。中
でもマージーフォレストでは長期的な整備や維持管理費用の確保のために、官民の複数の関係
者によるパートナーシップが形成されていること、さらにフレンズグループなど住民主体の取
り組みが展開し、自治体との協力が積極的に進められていることなど、環境被害を受けたカント
リーサイド（中山間地域）の社会・生態的環境の再生のための知見を得た 2),4)。 
「スティグマ解消とリスクコミュニケーション」に関して、福島の避難指示解除準備地域にお

ける住民帰還に向けた取り組みの一環として、住民との除染対策の情報共有を行い、ライフサイ
クル回復の実践を通して、農作物に対するスティグマ解消とリスクコミュニケーションの在り
方を探った。その結果、地域の取り組みを都心で生活する人々に広く理解してもらうことが重要
であり、正確なリスクコミュニケーションによって信頼関係を構築することなど、今後の都市農
村共生・交流にも繋がる手がかりを得た 1)。 



また震災後、土地価格の異常な高騰が起きていた福島県いわき市に着目して、震災が地価に与
えた影響についてヘドニックアプローチを用いた分析を実施した。その結果「空間線量」や「原
発までの距離」に関しては震災後 3 年までの時期とその後４年以降の時期で土地価格への影響
要因が大きく入れ替わっていることなど、事故後に生じた地価へのスティグマが４年を目途に
解消に向かったことを示唆する結果を得た 5)。 

後に重大な環境被害を受けた中山間地の再生には、長期的な視点を持って持続可能な地域
へと転換していくことが重要となる。そして必ずしも効率性を前提としない人々の自立共生に
より「豊かなローカル」の実現を考える時期に来ている 6)。地域の衰退や環境被害のダメージを
受入れ、小さなコミュニティを起点に新たなライフスタイルの実現を目指して、社会生態的環境
を再生していくことが求められる。 
 
(2) 重大な環境被害を受けた中山間地域における社会・生態的環境の再生 
 福島では原発事故以降６年が経過し、浪江町、川俣町山木屋地区、飯舘村、富岡町の４町村、
約 3.2 万人に対する避難指示が一斉に解除された 7)。しかしながら長年にわたって放置されてき
た社会・生態的環境が崩壊している中で、この避難指示解除がそのまま、住民帰還につながるわ
けではない。この地域は昔から農林業を生業に生活してきた地域であり、元の生活を取り戻すに
は、集落の共同体としての機能を回復し、これまで維持されてきた社会・生態的環境を再生する
ことが不可欠となる。 

本研究では福島において東日本大震災による原発事故で甚大な被害を受けた中山間地で、避
難指示区域に指定された地域とその近傍にあって避難指示区域に指定されなかった地域の 2 つ
の地区を対象としてその環境変化と住民の取り組みについて現地調査と関係者へのヒアリング
調査を実施した。避難指示区域外であった地域では、震災後すぐに農地の除染対策を進め、農作
物に対する安全性確保を第一に試験栽培が進められた。しかし作物の放射能汚染の全量検査を
実施するだけではスティグマ解消が難しいこと、そして農作物のスティグマ解消のためには地
域の取り組みを都心で生活する人々に広く理解してもらうこと、そのために SNS 等による情報
発信や通信販売、農業体験ツアーの企画など地道な活動を積み重ねていくこと、正確なリスクコ
ミュニケーションによる信頼関係を構築することなどが重要であることが分かった。またいず
れの地域でも多くの自主的な取り組みがその復興に重要な役割を果していること、特に震災前
から積極的に活動してきた「ゆうきの里」と呼ばれる NPO 組織の枠組みが人々と地域を包括的に
つなぐための役割を果たしたことが明らかとなった 8)。一方６年以上避難指示区域に指定されて
いた地区ではすぐに帰還できる住民は少なく、これまでに住民同士を強く結びつける公的、私的
な組織体制もなかったため、それぞれ独立した活動にとどまっていた。ただその中にあって帰還
した住民とそれを支援する外部ボランティアの活動が介在することによって新たなコミュニテ
ィが形成されるなど、徐々に集落の再生が進んでいることが分かった。また政府の避難指示政策
としての行政区画の線引きはその後の回復プロセスとコミュニティの再生に大きな課題を残し
たことなどが明らかとなった 1)。 
 
(3) 英国における環境汚染を内包する産業ランドスケープの文化的再生戦略 

英国では環境被害を受けた産業跡地はブラウンフィールドとも呼ばれ,スティグマや有害物質
の汚染などから遺棄されてきた。しかし近年、英国北部を中心として、産業跡地におけるコミュ
ニティフォレストの取り組みにより、カントリーサイド（中山間地）における土地利用の認識が
産業の振興から文化的活動や生態系の保存へと大きく変化している。このような土地の利活用
として環境再生による旧産業ランドスケープの形成が進められ、新たな文化や価値の創造につ
ながる緑地帯（森林地）が増加している。 

本研究では環境被害を受けた産業跡地における環境再生の取り組みと事業主体の役割を把握
することを目的に、チェシャー州における 2 つのケースを調査した。ここで取り上げる「セント
ヘレンズ」はボールドフォレストパークとよばれるかつてコケが生息した湿地から 1980 年代に
かけて炭鉱跡地となり、その後 1990 年代に環境再生が行われた事例で、「ドリーム」と呼ばれる
象徴的なアートワークによる環境再生活動を行っている。一方「ノースウィッチウッドランズ」
は製塩業跡地で、深刻な地盤沈下が発生したほか、それらを用いた化学工業が発展し、石灰系の
産業廃棄物が埋め立てられ重大な環境被害が発生した。現在はウッドランドの周辺に残る運河
と当時の産業遺産施設を保存しながら環境再生活動を行っている。現地調査と事業主体へのヒ
アリング調査の結果わかったことは、いずれの事例においても、当該自治体をはじめとして地元
の産業や企業、地域団体、そしてマージーフォレストや国の機関である林野委員会などとともに
パートナーシップによる環境再生と維持管理に関する取り組みが行われていること、ノースウ
ィッチとセントヘレンズの 2 つの事例に共通する特徴として農林業と一体化した文化的活動が
存在すること、それは地元コミュニティとの交流のために利用されたコラボレーションアート
プロジェクトであり、トレント運河の保存とアンダートンボートリフトや旧製塩工場の修復な
どの産業遺産群の保存活用である。そして、それぞれの活動には複数のパートナーシップが存在
し、サイトを長期的に維持管理するための多様な資金源と人材を確保している。これらは環境被
害を受けた中山間地（カントリーサイド）の社会・生態的環境の再生を考える上での重要な手が
かりである 2)。 
 



(4) マージーフォレストによる 20 年間の環境再生の取り組み 
マージーフォレストは 1991 年から英国北西部において約 20 年にわたって産業ランドスケー

プにおける環境再生に取り組んできており、EU、政府、地元自治体、地域の産業や企業、地域団
体をはじめとするパートナーシップを推進する役割を果たしてきた。 
 緑化について 1994 年からの 初の 10 年間は、森林をつくるために新しく木を植えることで
大規模な林地の形成が行われた。2005 年以降は緑化に対する補助金制度が変更になったことな
どから、緑化の拡大は抑制され、大規模な新しい植樹の機会は減少する一方、新しく作られた緑
地を管理する必要から、マージーフォレストの役割はパートナーシップを強化しながら土地所
有者や協働する団体への助言や支援を行っている。 2005 年以降、マージーフォレストヘ相談
件数は増加傾向にあり、2014 年度においては、平均 108 件程度であり、学校や地元自治体など
の複数の公園緑地などを有する土地所有者も存在し、維持管理や事業評価などにおいてマージ
ーフォレストによる支援を定期的に受けている場合もある。マージーフォレストヘの財源の内
訳は林野庁が も多く 28%、次いで関連自治体の拠出金が 12%、EU から 11％ となっている。残
る約半数については、複数の政府機関や民間団体、その他で構成されている。 
 マージーフォレストをはじめとするパートナーシップについては、設立から 20 年以上が経過
した現在、コミュニティフォレストの取り組みが土地所有者や協力団体とともに進められてき
たこと、1991 年の設立当初は地域の緑化が中心であったが、現在は新たに創造した公園緑地の
維持管理が中心の取り組みへと移行していること、財源としては 9 割近くを協力団体とともに
申請した補助金をもとに運営していること等が明らかとなった 4)。 
 
(5) 過疎高齢化地域における瀬戸内国際芸術祭の影響 

近年、過疎高齢化が進む地方の中山間地や離島などで、かつての鉱工業による土壌汚染と産業
廃棄物の不法投棄によって重大な環境被害を受けた瀬戸内の島々とその周辺地域において、知
識集約型産業、中でも文化芸術の活用による地域の持続的な発展を目指す取り組みとして瀬戸
内国際芸術祭の活動に着目した。ここでは芸術祭が離島の地域に及ぼした影響と今後の過疎高
齢化地域における活性化の示唆を得る事を目的にその舞台となった 12 の離島のうち、まず「犬
島」と「男木島」を対象に現地調査とインタビュー調査、文献調査を実施した。 

犬島での芸術祭は、ベネッセアートサイトによる活動が中心であり福武財団によりプロデュ
ースされているため犬島製錬所美術館や屋外の常設展示も多く、芸術祭を通して島の良さをよ
り知ることができるが、住民は芸術祭やまちづくり活動に対して消極的であることが分かった。
一方、男木島での芸術祭にはベネッセアートサイトによる活動が含まれていないにもかかわら
ず、住民がより過疎高齢化に対して危機感を持ち主体的な活動を行っており、移住者が増加し、
学校が再開するなど、過疎高齢化に対して多くの改善が見られる。 

また男木島ではコミュニティ協議会という住民団体が中心になって住民が主体的にまちづく
り活動を行うことに繋がったこと、この住民団体による活動の島への影響は大きく、芸術祭時に
飲食販売や荷物預かり等の活動を行い、それらから生まれた資金によって空き家のリフォーム
等の活動を行い、また、耕作放棄地を再生・保全し経済基盤の再生も行うなど、島の課題に対す
る対策や移住者増加に向けた施策、島外の団体との連携が行われていることが明らかになった
3)。以上のことから瀬戸内国際芸術祭の島の過疎高齢化への影響として、認知度向上、経済的効
果、人口増加・移住、住民の活力の創出、交流人口の増加などの多くの改善がみられる一方で、
一連の芸術活動がこれまでの離島における農林生産と共創するまでに至っていないことが分か
った。 
 
(6) 東日本震災及び原発事故がその後の地価変動に及ぼした影響 
 福島県は 2011 年 3 月の東日本大震災によって、地震、津波、放射能汚染というこれまでに誰
も経験したことない被害に見舞われることとなった。震災後の福島県の大部分では、津波や強い
揺れによる建物への物理的な被害のみならず、放射能汚染により、住民の日常生活において社会
的側面や心理的側面にも多大なる影響が及んでいる。また放射能汚染に対する地価の反応は早
く、2012 年の公示地価において東北 3 県の地価が軒並み下落したが、その中にあって唯一異常
な地価上昇が生じた地域がいわき市であった。それには双葉郡からの約 2 万 4000 人の震災避難
者の受け入れや市の人口のおよそ 1 割にあたる 3 万人前後の原発作業員の流入などの要因が考
えられるが、それだけでは震災と原発事故が絡み合った地価変動を説明するのに不十分な点も
多い。 

本研究では、東日本大震災と福島第一原子力発電所事故が地価変動にどのように影響を及ぼ
したのかを明らかにすることを目的として、震災後 8 年という長期的視点で土地価格変動の分
析を試みた。まず福島県の主要７方部のうち南会津と南相馬を除いて空間線量の各年平均値と
土地価格変動率の間に強い負の相関がみられた。次に被災地の中でも特に地価変動の起きた福
島県いわき市を対象にし、地価公示の土地価格変動率を基に、地震が土地価格にどのように影響
したのかを、ヘドニックアプローチによって分析した結果、空間線量（AD）の影響については、
期間前半の 2011～2014 年ではなく、後半の 2015～2018 年において有意な結果が得られた。震災
から数年経ってから空間線量の要因が土地価格に対して負の働きをしたことになる。また福島
第一原子力発電所までの距離（DSNPP）については 2013 年では距離が遠いほど土地価格が上昇し
ていた一方、期間後半では距離が遠いほど土地価格が下落していること、復興拠点（RD）につい



ては、それに位置する地域はどれも土地価格が減少すること、ライフライン（GOS）の影響につ
いては 2013 年～2018 年において有意が得られた。以上のことから、「空間線量」や「原発まで
の距離」に関しては震災後 3 年までの時期とその後 4 年以降の時期で土地価格への影響要因が
大きく入れ替わっていること、このことは事故後に生じた地価へのスティグマが 4 年を目途に
解消に向かったことを示唆する結果を得た 5)。 
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